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市町村による高齢者の社会活動支援事業の評価方法の開発
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目的　本研究の目的は，市町村による高齢者の社会活動を支援する事業の実施状況をその実施事

業数によって評価するための調査票を開発し，その妥当性を検討することである。

方法　中部地方の2県，合計145市町村の高齢者福祉担当者を対象として，調査を実施した。調

査票では，32の事業それぞれの実施の有無について記入を求め，事前に設定した4つの社会

活動領域別（就労，社会参加・奉仕活動，学習活動，個人活動）および合計の実施数を算出

した。また各事業が4つの社会活動のどれに関連しているか，および自分の市町村における

社会活動領域別の事業の活発さについても回答を求めた。本調査票の妥当性の指標として，

①調査票にリストされた以外の事業が回答された頻度，②事前に区分した社会活動領域と市

町村担当者の判定との一致度，③社会活動領域別の事業実施数と事業の活発さの評定との相

関係数，④社会活動領域別の事業実施数と市町村特性との相関係数を求めた。

結果　市町村が実施する高齢者の社会活動支援事業の大部分は調査票の事業リストに含まれてい

た。社会活動領域別の事業の区分は市町村担当者の判定とほぼ一致していた。いずれの県で

も，就労および学習活動については事業実施数が市町村担当者による事業の活発さの評定と

有意な正の相関を示した。社会参加・奉仕活動および個人活動については，いずれかの県で

事業実施数が事業の活発さの評定と有意な正の相関を示した。就労支援の事業数は市町村の

総人口，常勤職員数，第3次産業人口および高齢者福祉対策予算額と強い正の相関，第1次

産業人口とは負の相関を示した。

考察　本調査票のために作成した事業リストが適切であり，4つの社会活動領域別の実施事業数

を指標とした評価がある程度妥当であることが，いずれの県でも示された。他の事業を追加

するなどによって，さらに調査票を改善できると思われた。
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